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非営利諸団体が認められるのには 1901 年の結社
の自由法に待たねばならないということもあっ
た。
　J. D. キューネによるフランス、アメリカ、ド
イツにおける個人・国家・社会の図式を紹介し、
樋口氏はそれらと比較して日本についても最後に
論じられた。先のシュミットの言葉を借りれば、
樋口氏いわく、日本は「自由主義に拘わらず」と
いうものなしに「政治的統一」を実現した。こ
こでは政権奪取が問題であって civil のことは問
題ではなかった。日本においては、ドイツ的な
個人・市民社会・国家の三元論の封建的身分制は
骨抜きにされ、家父長制と封建性が同義で用いら
れた。樋口氏によれば、日本における「政治的統
一」は実は近代が想定しているはずの契約的国家
ではなく、国家というよりも「民族」であって、
今日の愛国という語の「国」は近代国家ではなく

「民族」そのものであると指摘された。
　氏の発題後、活発な質疑応答がなされ、盛会の
うちに第 1 回の研究会は閉会となった。

（文責：豊川慎　聖学院大学大学院アメリカ・ヨ
ーロッパ文化学研究科  博士後期課程）

（2009 年 4 月 20 日、聖学院本部新館 2 階）

【憲法研究】

ドイツ憲法の特殊性と普遍性

　2009 年 5 月 11 日（月）、聖学院本部新館 2 階
において、2009 年度第 2 回「憲法」研究会が開
催された。当研究会の研究代表の一人である栗城
壽夫氏（聖学院大学総合研究所特任教授）が「ド
イツ憲法の特殊性と普遍性」と題する発題を行っ
た（研究会出席者は 21 名）。以下、発題の概要
を記す。
　ワイマール憲法体制の確立と崩壊はそれ以前の
ドイツの歴史が大きく作用し、18 世紀以来ドイ
ツは「特別の途」（Sonderweg）を歩んだという

ことが従来歴史家により指摘されてきた。栗城
氏はそのような問題意識に反対する最近の研究
動向を述べた後、ドイツにおける憲法制定の動
きを説明された。「ドイツ憲法」とは全体国家レ
ベルのものと個別国家レベルのものとを含み、君
主主義原理がそれぞれの基本原理としておかれ
ている。全体国家レベルに関して言えば、ドイツ
は 1806 年に神聖ローマ帝国が崩壊し、1815 年に

「ドイツ同盟規約」によりドイツ同盟が成立する
が、1866 年に同盟が解体し、国家統一が再びな
されたのは 1871 年のドイツ帝国の成立時であっ
た。この時、ドイツ帝国憲法（ビスマルク憲法）
が制定され、ドイツの全体国家に関わる憲法とな
った。個別国家レベルの憲法制定の段階的な動向
に関しては、前段階として 1807 年にヴェストフ
ァーレン王国で、そして 1808 年にバイエルン王
国で憲法制定が行われている。その後、ナポレオ
ンがドイツを占領した影響もあり、南ドイツ諸国
のバーデン（1818 年）やヴュルテンベルク（1819
年）で憲法制定がなされ、フランスの七月革命の
影響の下に、ザクセン（1831 年）、クールヘッセ
ン（1831 年）、ハノーバー（1832 年）などの中
部ドイツ諸国において、さらにはフランスの二月
革命の影響の下に、プロイセン王国（1848-50 年）
でそれぞれ憲法制定が行われた。
　栗城氏によれば、19 世紀ドイツ憲法の基本原
理は君主主義原理であり、例えば、バイエルン憲

第 2 回憲法研究会



法第二章第一条には次のような明文規定がある。
「国王は国家の元首であって、国家権力のすべて
の権利をその一身に統合するものであり、それら
を国王が決定し、この憲法典のなかに盛り込んだ
規定に従って行使する」。明文の規定がない場合
でも、不文の憲法原理として憲法の基礎に君主主
義原理があると考えられている。この君主主義原
理は 19 世紀前半には君主主義原理と立憲主義と
は対立するものであると政府側で捉えられていた
が、その適用や意味内容に変化が生じていったこ
とも指摘された。立憲君主制は 19 世紀において
は普遍的なものであり、普遍性の実現の仕方にお
いてドイツ憲法には特殊性があるということであ
った。
　発題後には、大日本帝国憲法のモデルともなっ
た 19 世紀ドイツ憲法に関してさまざまな角度か
ら活発な質疑応答がなされた。私自身としてはヨ
ハネス・アルトジウスの思想に関心を持つものと
して、自然法理論を基礎とする社会契約としての
憲法制定要求に関する栗城氏の説明から多くの示
唆を受けたことも付記しておきたい。

（文責：豊川慎　聖学院大学大学院アメリカ・ヨ
ーロッパ文化学研究科  博士後期課程）

（2009 年 5 月 11 日、聖学院本部新館 2 階）

【英語一貫教育研究】

An Overview of Japanese Students’
Lives in America

　本年度第一回「英語教育研究会」が、5 月 11
日、聖学院本部新館において開催され、聖学院大
学の Mehran Sabet 先生が、約 1 年間の研究休暇
を過ごしたアメリカ・カリフォルニア州において
実施した調査報告を発表された。参加者は 16 名。
英語による発表の概要は以下の通りである。
　2007 年から 2008 年にかけて 62 万 3805 人の留
学生がアメリカの大学で学んだ。2008 年におけ
るその経済効果は 1 億 5500 万ドルであった。数
ではインド、中国、韓国、日本が上位 4 位までを
占めるが、日本人の留学生数は 3 万 3974 人であ
り、アメリカにおける全留学生の 5.4％に当たる。
　この調査はアメリカで生活する日本人学生の生
活について調べたものである。目的は、1．アメ
リカにおける日本人留学生はどんな問題を抱えて
いるか。2．彼らは困ったとき誰に相談に行くの
か。3．彼らはアメリカでの留学生活にどのくら
い満足しているのか。以上 3 点を明らかにするこ
とである。調査方法はカリフォルニア州内にある
4 つの短期大学のキャンパスにおいて、120 人の
日本人留学生にアンケートに答えてもらい、その
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